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（２）事業内容

0 0 0 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　県内中小企業（製造業）では、かねてよりコスト削減に向けた生産の効率化などに取り
組んでいるが、昨今の原油価格・物価高騰等の影響により、極めて厳しい経営状況に置か
れている。
　このような状況を踏まえ、県内中小企業が取り組む部材・製品の材料代替や生産プロセ
スの見直しなどに資する様々な支援を展開し、県内中小企業の収益力・競争力の維持・強
化を図る。
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令和４年度９月補正予算
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支出科目 款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

事 業 名

0 0 0

（１）要求の趣旨（現状と課題）

30,214

・原油価格・物価高騰対応製品試作開発事業費補助金（30,000千円）
　原油価格・物価高騰の影響を受ける県内中小企業の材料代替や製造プロセスの高効率化
による競争力の維持・強化、部材・製品の高付加価値化による新分野展開を支援するた
め、代替材料や新たな製造プロセスを活用した部材・製品の試作に係る経費の一部（消耗
品費、評価費用等）を助成する。
　　＜補助制度の概要＞
　　　【補助対象者】　県内中小企業
　　　【補　助　率】　２／３
　　　【補助上限額】　１，０００千円
・原油価格・物価高騰対応製品試作開発事業費（214千円）
　補助事業を運営するための事務局経費を計上する。

【新】原油価格・物価高騰対応製品試作開発事業費

30,214１ 事 業 費  補正要求額 千円)(現計予算額： 0
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（補正予算様式１－１）

（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

　県事業で実施

30,000

（１）国・他県の状況

３ 事業費の積算 内訳

補助金

合計

金額

214

（２）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。

４ 参 考 事 項

30,214

事業内容の詳細

報償費、旅費、役務費等

代替材料による試作に対する補助(消耗品費、検査費等)
　1,000千円×30件（補助率2/3、上限1,000千円）

事業内容

事務局経費

　原油価格・物価高騰等総合緊急対策　等

　無

　新型コロナウイルス感染症緊急経済対策と同等の県負担・補助率



■

□

・終期までに何をどのような状態にしたいのか

R2年度
実績

-

R元年度
-

補助事業の概要 （目的）
（内容）

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

（事業内容）
補助事業名 原油価格・物価高騰対応製品試作開発事業費補助金
補助事業者（団体） 県内中小製造業

（理由）
原油価格・物価高騰の影響等を受け活動停滞を余儀なくされた
県内中小企業を支援するため

　県内中小企業において、代替材料や新たな製造プロセスを活用した部材・製品の試作
により新たな製品を開発

補助率・補助単価等 定率
（内容） ２／３以内
（理由） 緊急経済対策として県内中小企業の代替材料による
試作に要する経費の一部を補助するため

補助効果 県内中小企業の収益力・競争力の維持・強化
終期の設定 終期　令和５年度

（理由） 年度途中から事業実施であることに加え、県内中小
企業における成果がでるには一定程度の期間が必要であるため

（事業目標）

（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
事業開始前 R3年度 R4年度 終期目標

(R3)
① 補助対象件数

0 - 30 30

目標 目標 (R5) 達成率

-

補助金交付実績
（単位：千円）

H30年度 R2年度
- -
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（補正予算様式１－３）

・事業が直面する課題や改善が必要な事項

（これまでの取組内容と成果）

令
和
２
年
度

・取組内容と成果を記載してください。

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
３
年
度

令和５年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
４
年
度

(評価) 　事業主体への助成という実施方法により、主体性を保つともに業務の効率
化を図り迅速な事業実施に繋げる。

２

令和６年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　原油価格・物価高騰の影響等を受け活動停滞を余儀なくされた県内中小企
業を支援することは県内産業の振興のために必要である。

３

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり（単年度目標100％達成かつ他に特筆できる要素あり）
　２：期待どおりの成果あり（単年度目標100％達成）
　１：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標50～100％）
　０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標50％未満）

(評価) 　

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよう
に取り組むのか

（今後の課題）

　

（次年度の方向性）


